
知事
大臣

（ 　 ）

職氏名 電話

市 町 番地

区 電話

郡 Ｆ Ａ Ｘ

電子メ ールアド レ ス

４ 　 権限を 市 町 番地 受任者 役職
　 委任する 郡 （ ふり がな）

氏名

名称 電話

Ｆ Ａ Ｘ

電子メ ールアド レ ス

年 月 日

年 月 日

年 月 日

千円

千円

土木 建築 大工 左官 と び・ 土工 石 屋根 電気 管
タ イ ル・ れ
んが・ ブロ
ッ ク

鋼構造物 鉄筋 舗装 し ゆんせつ 板金 ガラ ス

塗装 防水 内装仕上 機械器具設置 熱絶縁 電気通信 造園 さ く 井 建具 水道施設 消防施設 清掃施設 解体

土木 建築 大工 左官 と び・ 土工 石 屋根 電気 管
タ イ ル・ れ
んが・ ブロ
ッ ク

鋼構造物 鉄筋 舗装 し ゆんせつ 板金 ガラ ス

塗装 防水 内装仕上 機械器具設置 熱絶縁 電気通信 造園 さ く 井 建具 水道施設 消防施設 清掃施設 解体

11　 許可を 受けた建設業の種類（ ○印を 記入する こ と 。 ）

９ 　 建設業以外に行つ
　 　 ている 営業の種類

自己資本法人

10　 発注を 希望する 業種（ ○印を 記入する こ と 。 ）

千円
自己資本

８  資本金額

７  営業年数

個人
資 本 金

　 創業から 申請日ま で　 満　 　 　 年（ 許可（ 登録） を 受けてから 満　 　 年）

　 　 　 　 　 年　 　 月　 　 日

（ 　 　 ） -（ 　 　 ） -（ 　 　 　 　 ）

　 支店・ 営

５ 　 許可年月日 第１ 回の許可 年　 　 月　 　 日 直近の許可

　 業所等 （ 　 　 ） -（ 　 　 ） -（ 　 　 　 　 ）

〒　 　

〒　 　

（ ふ り が な ）

（ ふ り が な ）

６ 　 営業の沿革

地方自治法施行令（ 昭和22年政令第16号） 第167条の４ （ 同令第167条の11第１ 項において準用する 場合を 含む。 ）
の規定に該当し ない者である こ と 。

１ 　 申請要件

愛媛県内に四国中央市と の入札契約等に係る 権限を 有する 本店、 又は受任先（ 支店、 営業所等） が所在する 。

３ 　 主たる 営

　 業所

電子メ ールアド レ ス

（ 　 　 ） -（ 　 　 ） -（ 　 　 　 　 ）

住所（ 所在地）

２ 　 申請事務担当者

県内【その１】

令和　 　 年　 　 月　 　 日　

許可番号 第　 　 　 号

令和７・８年度　建設工事入札参加資格審査申請書（県内工事）

　 四国中央市長　 篠原　 実　 　 様

（ 　 　 ） -（ 　 　 ） -（ 　 　 　 　 ）

商号又は名称

（ 実印） 　

代表者の役職
及び氏名

四国中央市



1

2

3

15　 障害福祉サービ ス 事業所等から の調達実績

役務の提供を 受け
る 契約

物品の購入契約

有　 ・ 　 無　 　 （ 該当する も のを○で囲むこ と 。 ）

有　 ・ 　 無　 　 （ 該当する も のを○で囲むこ と 。 ）

県内【その２】

12　 役職員数

( 3) 　 役員の兼任（  有 ・  無 ） （ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 ）

事 務 職 員 計

人 人

有 資 格 者

人

兼任先役職許可番号

常 勤 の 役 員

人

従 業 員 数

技 術 関 係 職 員

そ の 他 職 員

人

主  催  者（ 運営法人）活　 動　 の　 概　 要 活 動 期 間

14　 地域貢献活動・ 災害ボラ ンティ アへの参加状況

活動人数

13　 四国中央市に建設工事入札参加資格審査申請書を 提出し 、 又は提出を予定し ている 系列会社の状況

( 1) 　 親会社（  有 ・  無 ） （ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 ） ( 2) 　 子会社（  有 ・  無 ） （ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 ）

商号又は名称 許可番号

加入 ・  適用除外 加入 ・  適用除外 加入 ・  適用除外健康保険加入状況

( 3) 　 障がい者の雇用の有無　 （ 上記( 1) で「 無」 を○で囲んだ場合に限り 記入する こ と 。 ）

雇用の有無

16　 障がい者雇用状況

( 1) 　 障がい者の雇用義務

雇用保険加入状況 厚生年金保険加入状況

住　 　 所 住　 　 所商号又は名称 許可番号

兼任先の商号又は名称氏　 　 　 名役職

17　 労働福祉の状況（ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 )

義務の有無 有　 ・ 　 無　 　 （ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 ）

( 2) 　 障がい者の雇用義務がある 者の雇用義務の達成状況　 （ 上記( 1) で「 有」 を○で囲んだ場合に限り 記入する こ と 。 ）

達成の状況 達成し ている 　 ・ 　 達成し ていない（ 該当する も のを ○で囲むこ と 。 ）

有　 ・ 　 無　 　 （ 該当する も のを○で囲むこ と 。 ）

四国中央市



18　 技術者・ 技能労働者の略歴 ①自社様式でも 可。 その場合、 欄内に「 別紙のと おり 」 と 記載し て提出し てく ださ い。

②委任先がある 場合は、 委任先の技術者のみを記載し てく ださ い。

年 齢 監理技術者資格者証番号

（生年月日） (資格者証有効期限)

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

第 号

（ . . ）

県内【その３】

建設機械
資格

取 得 単 位 数
合 計

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

解

体

工

事

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から 年    月

（ ． ． ）

（ ． ． ）

年   月から

（ ． ． ）

講

習

受

講

業 種
コ ー ド

有 資 格
区 分
コ ー ド

講

習

受

講

氏 名 在 職 期 間 経験年月数
最終学校・学科名

業 種
コ ー ド

有 資 格
区 分

コ ー ド（卒業年月日）

解

体

工

事

年    月

四国中央市



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

県内【その４】

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

20　 建設機械運転業務の有資格者の雇用状況

氏　 　 　 名 年　 齢 生 年 月 日 雇 用 年 月 日 資　 格　 の　 種　 類

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

19　 建設機械の保有状況

名　 　 称 機　 　 種 メ ーカー名 型式・ 能力
経審結果通知書
掲 載 の 有 無

有 ・  無

有 ・  無

有 ・  無

四国中央市



県内【その５】

24　 営業所専任技術者

建設工事の種類 氏　 　 名 建設工事の種類

（ ※必ず「 建設業許可申請様式第七号（ 第三条関係） 『 経営業務の管理責任者証明書』 」 の写し を 添付し てく ださ い。 ）

22　 主要取引金融機関名（ 支店名ま で記入し てく ださ い。 )

普　 通 　 ・ 　 当　 座

普　 通 　 ・ 　 当　 座

23　 経営業務管理責任者
氏　 　 名

氏　 　 名 建設工事の種類 氏　 　 名

21　 監督処分及び入札参加資格停止措置の状況

実 施 行 政 庁 処 分 等 の 年 月 日 処 分 等 の 内 容 ・ 期 間 処 分 等 の 理 由

熱絶縁

建築一式 鉄筋 電気通信

大工 ほ装 造園

土木一式 鋼構造物

左官 し ゅ んせつ さ く 井

と び・ 土工 板金 建具

石 ガラ ス 水道施設

屋根 塗装 消防施設

電気 防水 清掃施設

管 内装仕上 解体

タ イ ル・ れんが
・ ブロ ッ ク

機械器具設置

（ ※必ず「 建設業許可申請様式第八号（ 第三条関係） 『 専任技術者証明書』 」 又は「 別紙四　 専任技術者一覧表」 の写し を
添付し てく ださ い。 ）

25　 管更生工法施工可能技術者

氏　 　 名 工法・ 資格等 取得年月日 有効期限

26　 電子入札シス テム登録状況（ 該当する チェ ッ ク ボッ ク ス に「 レ 」 マーク を 入れてく ださ い。 ）

※令和６ 年度現在、 四国中央市では電子入札の登録を 一部に限定し ていま す。

（ ※「 管更生工事で必要と さ れる 施工管理資格の証明書類」 の写し を 添付し てく ださ い。 ）

本社・ 本店

本社・ 本店

受任先

受任先

電子入札シス テム用Ｉ Ｃ カード を 保有

自治体（ 四国中央市以外も 含む） の電子入札シス テム
に利用登録済

四国中央市



県内【その２】14関係

　　商号又は名称

　　活 動 の 概 要

　　活　動　場　所

　　活　　動　　日

　　活　動　人　数

　　そ　　の　　他

印　　　　　　　

（注２）　委任先がある場合は、委任先での実績に限る。

　　　証明者（実施機関）

（注１）　活動日は、正確に記載すること。

地域貢献活動等の実績調書

　　　　　　　　上記内容に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　年　　　月　　　日



＜記入例＞

　　商号又は名称 ○○建設株式会社

　　活 動 の 概 要 除草及び空き 缶収集

　　活　動　場　所 市道○○線（ ○○市○○町地内）

　　活　　動　　日 ○○年○○月○○日

　　活　動　人　数 延べ○人　 （ 実○人）

　　そ　　の　　他

印　　　　　　　

（注２）　委任先がある場合は、委任先での実績に限る。

　　　証明者（実施機関）

（注１）　活動日は、正確に記載すること。

地域貢献活動等の実績調書

　　　　　　　　上記内容に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　年　　　月　　　日



県内【その２】15関係

商号又は名称

調達 の 概 要

役務の提供・物品の
納品を行った

障害福祉サービス
事業所等の名称

契　　約　　日
（購　　入　　日）

履　行　期　間

金　　　　　額

　　そ　　の　　他

（注２）　契約書（写）又は領収書を添付すること。

（注１）　令和６年１月18日～令和６年11月30日の実績が対象

　　　　　　　　　年　　　月　　　日

障害福祉サービス事業所等からの調達実績調書

　　　　　　　　上記内容に相違ないことを証明します。

　　　証明者



県内【その２】15関係

　　商号又は名称 ○○建設株式会社

　　調達 の 概 要
本社清掃業務
名刺の印刷
ゴ ミ 袋の購入

役務の提供・物品の
納品を行った

障害福祉サービス
事業所等の名称

●●●●

契　　約　　日
（購　　入　　日）

契約日：令和●年●月●日
購入日：令和●年●月●日　ほか

履　行　期　間 令和●年●月●日　～　令和●年●月●日

金　　　　　額 350,000円（※対象期間内の合計金額を記載）

　　そ　　の　　他
役務：２５０，０００円
物品：１００，０００円

社会福祉法人●●

理事長　●●　●●　印　　　　　　　

（注２）　契約書（写）又は領収書を添付すること。

　　　証明者

（注１）　令和６年１月18日～令和６年11月30日の実績が対象

障害福祉サービス事業所等からの調達実績調書

　　　　　　　　上記内容に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　年　　　月　　　日



建     設     業     許     可     業     種  （  上  段  ）
営    業    所    名    称 郵  便

番  号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領
１ 本表は、申請日時点において作成すること。
２ 「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有する全ての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。
３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
４ 「電話番号」欄及び「ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載すること。この場合においては、市外局番、市内局番及び番号を、「－（ハイフン）」で区切り記載すること。
５ 「建設業許可業種（上段）」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すこと。
６ 「営業区域（下段）」の欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ドを記載すること。ただし、道路･河川･官庁営繕･公園関係のみを希望する場合は、「営業区域」の欄への

記載は不要です。
７ 四国中央市内に事務所、出張所等がある場合は、営業所一覧に記載すること。（建設業法上の営業所でない場合も記載すること。）

防屋 電 管 タ 鋼 筋

営          業          所          一          覧          表

電 話 番 号  （上段）
番

所            在            地
土 建 大 左 と 石 具 水 消 清 解

号
F A X 番 号  （下段） 営             業             区             域 （  下  段  ）

内 機 絶 通 園 井舗 しゅ 板 ガ 塗



建     設     業     許     可     業     種  （  上  段  ）
営    業    所    名    称 郵  便

番  号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領
１ 本表は、申請日時点において作成すること。
２ 「営業所名称」欄には、経営事項審査を受けた建設業の許可を有する全ての本店又は支店等営業所の名称を記載すること。
３ 「所在地」欄には、営業所の所在地を上段から左詰めで記載すること。
４ 「電話番号」欄及び「ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号を記載すること。この場合においては、市外局番、市内局番及び番号を、「－（ハイフン）」で区切り記載すること。
５ 「建設業許可業種（上段）」の欄には、「営業所名称」欄に記入した営業所に対応する経営事項審査を受けた建設業許可業種の欄に○印を付すこと。
６ 「営業区域（下段）」の欄には、その営業所が営業する区域について、該当するコ－ドを記載すること。
７ 四国中央市内に事務所、出張所等がある場合は、営業所一覧に記載すること。（建設業法上の営業所でない場合も記載すること。）

防屋 電 管 タ 鋼 筋

営          業          所          一          覧          表

電 話 番 号  （上段）
番

所            在            地
土 建 大 左 と 石

京 都 ○ ○ 区 ×
1 本店

１ ２ ３ 東

具 水 消 清 解

号
F A X 番 号  （下段） 営             業             区             域 （  下  段  ）

内 機 絶 通 園 井舗 しゅ 板 ガ 塗

0 0 0 0 - 00 3 -× １ - 2 - 3 ○ ○0 0 0 ○ ○

0４ ５ ６ ７

2 北陸支店
３ ４ ５ 新 潟

13

2 5 -2 - 44県 ○ ○ 市 × ×

- 1 1 1 1 003 - 0 0 0 0

○○

６ ７ ８ ９

2 2 ○ ○0 0 0 - 2 20

150 0 0 - 3 30 2 5 -

3 中部支店
５ ６ ７ 愛

3 3

8 - 9 0 5 2△ 区 × × 7 -知 県 ○ ○ 市 △ 2 3 4 ○ ○- 0 0 0 - 1

８ ９ ０ １

○

- 1 2 3 5 235 2 - 0 0 00

【営業区域】

コード 都道府県 コード 都道府県 コード 都道府県 コード 都道府県 コード 都道府県 コード 都道府県

00 全国 08 茨城県 16 富山県 24 三重県 32 島根県 40 福岡県

01 北海道 09 栃木県 17 石川県 25 滋賀県 33 岡山県 41 佐賀県

02 青森県 10 群馬県 18 福井県 26 京都府 34 広島県 42 長崎県

03 岩手県 11 埼玉県 19 山梨県 27 大阪府 35 山口県 43 熊本県

04 宮城県 12 千葉県 20 長野県 28 兵庫県 36 徳島県 44 大分県

05 秋田県 13 東京都 21 岐阜県 29 奈良県 37 香川県 45 宮崎県

06 山形県 14 神奈川県 22 静岡県 30 和歌山県 38 愛媛県 46 鹿児島県

07 福島県 15 新潟県 23 愛知県 31 鳥取県 39 高知県 47 沖縄県



請負金額 着 工 年 月 日
（ 千円） 完 成 年 月 日

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

・ 　 　 ・

四国中央市

県内【 工事経歴】

工事経歴書( 令和４ 年４ 月１ 日以降)

工事名 規模・ 寸法等 構造・ 型式等 発注者
元請・

下請の別

四
国
中
央
市
内
に
お
け
る
受
注
実
績

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

愛
媛
県
内
に
お
け
る
受
注
実
績

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

元・ 下

特
記
事
項

元・ 下

そ
の
他
都
道
府
県
に
お
け
る
受
注
実
績

元・ 下



使用印 実印

住　 所（ 所在地）

商号又は名称

代表者職氏名

使　 用　 印　 鑑　 届

　 上記の印鑑は、 入札見積り 参加し 、 契約の締結並びに代金の請求及び受領のために

使用し たいのでお届けし ま す。

令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日



 　 実印

委任期間

　 〒　 　 －

受任者

　
 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
受任者職氏名 使用印

（ ふ り が な ）

商号又は名称

代表者職氏名

　

令和　 ９ 年　 ３ 月３ １ 日ま で

商号又は名称
（ ふ り が な ）

住　 所( 所在地)

  私は次の者を代理人と 定め、 下記の事項に関する 権限を 委任し ま す。

令和　 　 年　 　 月　 　 日から

記

４ ． 入札保証金並びに契約保証金の納付、 還付請求及び受領に関する こ と 。

５ ． 前各号に伴う 復代理人の選任及び解任に関する こ と 。

２ ． 契約の締結に関する こ と 。

３ ． 契約代金の請求及び受領に関する こ と 。

１ ． 入札及び見積り に関する こ と 。

住　 所( 所在地)

委　 　 　 任　 　 　 状

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 令和　 　 年　 　 月　 　 日

四国中央市長　 　 様

　 　 委任者　


